
章節条項
(項目見出し)

現行条文
章節条項
(項目見出し)

新条文

第1節　一般事項
　1-1-1　適用
　　1.適用工種

水道工事標準仕様書（以下「水道仕様書」という｡）は、北九州
市上下水道局が発注する建築、電気、機械以外の水道工事
（以下「工事」という。）に係る、工事請負契約書（以下「契約書」
という。）及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び運
用を図るとともに、その他必要な事項を定め、もって契約の適
正な履行の確保を図るためのものである。
なお、河川工事、海岸工事、砂防工事、ダム工事、道路工事、
下水道工事、公園緑地工事、港湾・水産工事、農林土木工事、
その他これらに類する工事については、北九州市土木工事共
通仕様書（以下「土木仕様書」という。）に準拠するものとする。

第1節　総則
　1-1-1　適用
　　1.適用工事

水道工事標準仕様書（以下「水道仕様書」という｡）は、北九州
市上下水道局が発注する建築、電気、機械以外の水道工事
（以下「工事」という。）に係る、工事請負契約書（以下「契約書」
という。）及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び運
用を図るとともに、その他必要な事項を定め、もって契約の適
正な履行の確保を図るためのものである。
なお、河川工事、海岸工事、砂防工事、ダム工事、道路工事、
下水道工事、公園緑地工事、港湾・水産工事、農林土木工事、
その他これらに類する工事については、北九州市土木工事共
通仕様書（以下「土木仕様書」という。）を準用するものとする。

条文修正

　1-1-2　用語の定義 　1-1-2　用語の定義
　　45.準備期間

準備期間とは、工事開始日から本体工事または仮設工事の着
手までの期間をいう。

条文追加

　　45.工事
　　46.本体工事
　　47.仮設工事
　　48.工事区域
　　49.現場
　　50.SI
　　51.現場発生品

　　46.工事
　　47.本体工事
　　48.仮設工事
　　49.工事区域
　　50.現場
　　51.SI
　　52.現場発生品

表記修正

　　52.JIS規格 JIS規格とは、日本工業規格をいう。 　　53.JIS規格 JIS規格とは、日本産業規格をいう。 表記修正
JIS名称変更に伴う修正

　　53.JWWA規格
　　54.JSWWA規格
　　55.JDPA規格
　　56.WSP規格

　　54.JWWA規格
　　55.JSWWA規格
　　56.JDPA規格
　　57.WSP規格

表記修正

　1-1-5　施工計画書
　　1.一般事項

受注者は、工事着手前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に工事
目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工
計画書を監督員に提出しなければならない。

　1-1-5　施工計画書
　　1.一般事項

受注者は、工事着手前又は施工方法が確定した時期に工事
目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工
計画書を監督員に提出しなければならない。

条文修正

　1-1-13　工事の着手 受注者は、特記仕様書に定めのある場合を除き、特別の事情
がない限り、工事開始日から工事着手までの期間は、最低30
日を必要日数として、工事に着手しなければならない。

　1-1-13　工事の着手 受注者は、特記仕様書に工事に着手すべき期日について定め
がある場合には、その期日までに工事着手しなければならな
い。

条文修正

　1-1-14　工事の下請負
　　2.適用条件
　　（3）

下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、
下請契約を締結するときは、

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適正な額の請負代金で
の
　　　　　　　　　　　　下請契約の締結に努めなければならない。

　1-1-14　工事の下請負
　　2.適用条件
　　（3）

下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、
下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、技能
労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その
他の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労務の
取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及
び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならな
い。

諸基準類の改定に伴う修正

　1-1-15　施工体制台帳及び施工体系
　　　　　　 図
　　3.名札等の使用

第1項の受注者は、監理技術者、　　　　　　　　　　　主任技術者
（下請負者を含む）及び第1項の受注者の専門技術者（専任し
ている場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔
写真、所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなけれ
ばならない。名札は図1-1-1を標準とする。

　1-1-15　施工体制台帳及び施工体系
　　　　　　 図
　　3.名札等の使用

第1項の受注者は、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術
者（下請負者を含む）及び第1項の受注者の専門技術者（専任
している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、
顔写真、所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなけ
ればならない。名札は図1-1-1を標準とする。（監理技術者補
佐は、建設業法第26条第３項ただし書に規定する者をいう。な
お、令和2年10月1日以降において、監理技術者補佐を配置す
る場合に適用する。）

諸基準類の改定に伴う修正

水道工事標準仕様書(令和３年４月) 主な改訂内容

現行条文（令和２年12月） 新条文（令和３年４月）

備　考
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章節条項
(項目見出し)

現行条文
章節条項
(項目見出し)

新条文

水道工事標準仕様書(令和３年４月) 主な改訂内容

現行条文（令和２年12月） 新条文（令和３年４月）

備　考

1-1-16　受発注者間の情報共有 受発注者間の設計思想の伝達及び情報共有を図るため、発
注者(監督員，設計担当者等)、受注者(現場代理人，監理技術
者，主任技術者等)、設計者(当該工事の詳細設計を実施した
コンサルタント(管理技術者等))が一堂に会する会議（以下「三
者協議会」という。）を
必要に応じて開催するものとする。なお、開催の詳細について
は、特記仕様書の定めによるものとする。土木関係工事に関
する三者協議会の具体的な手続きについては、「工事実施段
階における三者協議会実施要領」を準用する。本市ホーム
ページ(技術監理局)を参照のこと。
【本市ホームページ】三者協議会（土木工事）
　　https://www.city.kitakyushu.lg.jp/gi-kan/file_0013.html

条文追加

　1-1-16　受注者相互の協力
　1-1-17　調査・試験等に対する協力
　1-1-18　工事の一時中止
　1-1-19　設計図書の変更
　1-1-20　工期変更
　1-1-21　支給材料及び貸与品
　1-1-22　工事現場発生品
　1-1-23　建設副産物
　1-1-24　監督員による確認及び立会等
　1-1-25　数量の算出
　1-1-26　品質証明
　1-1-27　工事完成図
　1-1-28　工事完成図書の納品
　1-1-29　工事完成検査
　1-1-30　一部完成検査
　1-1-31　出来形検査
　1-1-32　中間技術検査
　1-1-33　部分使用

　1-1-17　受注者相互の協力
　1-1-18　調査・試験等に対する協力
　1-1-19　工事の一時中止
　1-1-20　設計図書の変更
　1-1-21　工期変更
　1-1-22　支給材料及び貸与品
　1-1-23　工事現場発生品
　1-1-24　建設副産物
　1-1-25　監督員による確認及び立会等
　1-1-26　数量の算出
　1-1-27　品質証明
　1-1-28　工事完成図
　1-1-29　工事完成図書の納品
　1-1-30　工事完成検査
　1-1-31　一部完成検査
　1-1-32　出来形検査
　1-1-33　中間技術検査
　1-1-34　部分使用

表記修正
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章節条項
(項目見出し)

現行条文
章節条項
(項目見出し)

新条文

水道工事標準仕様書(令和３年４月) 主な改訂内容

現行条文（令和２年12月） 新条文（令和３年４月）

備　考

　1-1-34　施工管理
　　3.標示板を設置

受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通
行人等が見易い場所に、工事名、工期、発注者名、受注者名
及び工事内容等を記載した標示板を設置し、工事完了後は速
やかに標示板を撤去しなければならない。土木関係工事に関
する工事看板（土木工事現場における標示施設）の仕様の入
手方法については、本市ホームページを参照し、記載の内容
等については監督員と協議のうえ決定すること。ただし、標示
板の設置が困難な場合は、監督　員の承諾を得て省略するこ
とができる。

【参考】工事看板について
　　https://www.city.kitakyushu.lg.jp/gi-kan/file_0013.html

　1-1-35　施工管理
　　3.標示板を設置

受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通
行人等が見易い場所に、工事名、工期、発注者名、受注者名
及び工事内容等を記載した標示板を設置し、工事完成後は速
やかに標示板を撤去しなければならない。ただし、標示板の設
置が困難な場合は、監督　員の承諾を得て省略することができ
る。
なお、標示板の記載にあたっては、工事に関する情報をわかり
やすく記載するものとし、図1-1-2を参考とする。
また、記載内容については、工事内容に応じて、本市ホーム
ページ(工事看板について)を参考にして監督員と協議のうえ、
決定する。
【参考】工事看板について
　　https://www.city.kitakyushu.lg.jp/gi-kan/file_0013.html

条文修正

図追加

　6.労働環境の改善 受注者は、作業員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の労働条件、安全衛生
その他の労働環境の改善に努めなければならない。また、受
注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場
所、現場事務所及び作業員宿舎等における良好な作業環境
の確保に努めなければならない。

　6.労働環境等の改善 受注者は、工事の適正な実施に必要な技術的能力の向上、情
報通信技術を活用した工事の実施の効率化等による生産性
の向上並びに技術者、技能労働者等育成及び確保並びにこ
れらの者に係る賃金、労働時間、その他の労働条件、安全衛
生その他の労働環境の改善に努めなければならない。また、
受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業
場所、現場事務所及び作業員宿舎等における良好な作業環
境の確保に努めなければならない。

諸基準類の改正に伴う修正

　1-1-35　履行状況報告
　1-1-36　工事関係者に対する措置請求
　1-1-37　工事中の安全確保
　1-1-38　爆発及び火災の防止
　1-1-39　後片付け
　1-1-40　事故報告書
　1-1-41　衛生管理
　1-1-42　環境対策
　1-1-43　文化財の保護

　1-1-36　履行報告
　1-1-37　工事関係者に対する措置請求
　1-1-38　工事中の安全確保
　1-1-39　爆発及び火災の防止
　1-1-40　後片付け
　1-1-41　事故報告書
　1-1-42　衛生管理
　1-1-43　環境対策
　1-1-44　文化財の保護

表記修正
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章節条項
(項目見出し)

現行条文
章節条項
(項目見出し)

新条文

水道工事標準仕様書(令和３年４月) 主な改訂内容

現行条文（令和２年12月） 新条文（令和３年４月）

備　考

　1-1-44　交通安全管理
　　3.交通誘導警備員の配置
　　（1）指定路線での工事･作業

公安委員会が指定した路線での交通誘導警備員の配置につ
いては、規制箇所毎に交通誘導警備員(Ａ)を１名以上配置し、
それ以外に配置する交通誘導警備員は、交通誘導警備員(Ｂ)
を配置する。

　1-1-45　交通安全管理
　　3.交通誘導警備員の配置
　　（1）認定路線での工事･作業

公安委員会が認定した路線での交通誘導警備員の配置につ
いては、規制箇所毎に交通誘導警備員(Ａ)を１人以上配置し、
それ以外に配置する交通誘導警備員は、交通誘導警備員(Ｂ)
を配置する。

誤記修正

　　（2）指定路線以外での工事･作業 指定路線以外での交通誘導警備員の配置については、原則、
交通誘導警備員(Ｂ)を配置する。

　　（2）認定路線以外での工事･作業 認定路線以外での交通誘導警備員の配置については、原則、
交通誘導警備員(Ｂ)を配置する。

誤記修正

　1-1-45　施設管理 　1-1-46　施設管理 表記修正

　1-1-46　諸法令の遵守 　1-1-47　諸法令の遵守 表記修正
諸基準類の改定に伴う修正

　1-1-47　官公庁等への手続等
　1-1-48　施工時期及び施工時間の変
　　 　　　　更
　1-1-49　工事測量
　1-1-50　不可抗力による損害
　1-1-51　特許権等
　1-1-52　保険の付保及び事故の補償
　1-1-53　臨機の措置
　1-1-54　現場付近住民への説明等
　1-1-55　工事材料の品質
　1-1-56　提出書類
　1-1-57　創意工夫
　1-1-58　個人情報の適正管理

　1-1-48　官公庁等への手続等
　1-1-49　施工時期及び施工時間の変
　　　　　　 更
　1-1-50　工事測量
　1-1-51　不可抗力による損害
　1-1-52　特許権等
　1-1-53　保険の付保及び事故の補償
　1-1-54　臨機の措置
　1-1-55　現場付近住民への説明等
　1-1-56　工事材料の品質
　1-1-57　提出書類
　1-1-58　創意工夫
　1-1-59　個人情報の適正管理

表記修正
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